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要旨 

看護補助者の確保、および、質の担保を図るための研修について検討するため、看護補助者

を対象として、就職の経緯、就労状況、仕事内容、および、仕事への思いを把握する実態調査

を行うことを目的とした。 

 

全国の 8,331 病院で働く看護補助者を対象として自記式 web アンケート調査を実施した。調

査項目には、基本属性、勤務状況、家族構成、現在の仕事までの経緯、研修・業務の体制、業

務内容など、現在の仕事に対する考えを含めた。 

 

 全ての都道府県の病院の看護補助者を含む 1,337 件（16.0%）の有効回答を得た。転職者が

73.7％を占め、募集を知った経緯は、「知人の紹介」（37.8％）、「ハローワーク」（36.4％）、今の

病院で働き始めた理由は「勤務地の都合が良い」42.9％、仕事を選んだ理由としては、「人に役

立つ仕事をしたい」（63.7%）が多く挙げられた。 

 困難を感じる業務は、「食事介助」（41.2%）、「口腔ケア」（31.4%）、業務内容・看護職からの

指示が「曖昧で困る」は 19.2%であった。診療報酬の算定要件で求められている研修内容はい

ずれも 70％以上が受講していた。 

病院で働くことの難しさとしては、「腰痛など、体に痛みがある」（62.8％）、「患者さんの命

にかかわることがあると怖いと思う」（55.3％）が多く、やりがいでは、「患者さん・家族から

感謝される」（73.7％）、「仲間と協力し合って仕事をしている」（67.0%）、「人をケアすることで

自分が成長できる」（60.6%）が多かった。看護チームの一員として期待されているという実感

については「あまりない」(17.2%)、「まったくない」(3.4%)との回答もあった。 

病院に期待することは、「給与の充実」（90.1%）、「資格を取れるよう支援する」（31.4%）、「看

護職とのチームワークの在り方を明確に示す」（31.4％）、「教育・研修の充実」（27.4%）、「人事

考課で能力を評価する」（26.8%）であった。 

 

 採用を増やすためには、職場の人間関係が良好であること、仕事内容が社会貢献につながる

こと、身に着けたスキルは長く発揮していくことができることをアピールし、地域のネットワ

ークを活用しながら採用を行い、満足度を上げながら、応募の輪を広げていくことが重要と考

える。定着に向けて、チームの一員として良い医療を提供することに貢献している実感を持て

るような仕組み作りが重要であり、医療やケアの目標を共有しながら、自分の実践を振り返る

ような機会を持つことができるようにすることが望まれる。 
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A. 研究目的 

看護業務の効率化のためには、看護師・看

護補助者の協働を進める必要がある。看護

補助者の確保、および、質の担保を図るため

の研修について検討するためには、看護補

助者自身がどのように看護補助者という職

を選び、就業を始め、どのように働いている

か、また、仕事に対しどのように思っている

かを把握することが必要である。 

本研究は、全国の病院で働く看護補助者

を対象として、就職の経緯、就労状況、仕事

内容、および、仕事への思いを把握する実態

調査を行うことを目的とした。尚、調査項目

選定にあたり、看護協会における看護補助

者関連研修の実施状況を把握するために、

日本看護協会及び、四つの都道府県看護

協会（以下、県看護協会）に出向き、それ

ぞれの研修担当者からヒアリングした。

ヒアリング結果は、2－4 資料に示す。 

 

 

B. 方法 

 web アンケートにより、以下の二つの調

査を行った。一般財団法人医療経済研究・社

会保険福祉協会 医療経済研究機構が作成、

公開している全国保険医療機関（病院・診療

所）一覧 2017 年度版（https://www.ihep.jp/ 

business/other/）に基づき、全国の 8,406 病

院に対して、調査協力の依頼状を送付した。

そのうち、75 病院（0.9%）については、閉

院、転居等のため、依頼状が届かなかった。

したがって、依頼状が送付できたのは全国

8,331 病院であった。 

 

1. 対象 

 全国の病院の看護補助者（調査票では分

かりやすさを考慮し、「看護業務サポートス

タッフ」と表記）を対象とした。 

 看護部長に対して、自院に勤務している

看護補助者の中から、スマートフォンなど

を用いてアンケートに回答可能で、姓がア

イウエオ順で最初の方を 1 名選ぶよう依頼

した。なお、看護補助者の定義について、依

頼文書には「『看護師の指示のもとに業務を

行っている看護資格をもたない被雇用者』

とし、直接雇用、派遣、委託を含みます。た

だし、清掃業者など、看護師が日常指示せず

実施されている業務委託は含みません。ま

た、ボランティアは含みません。」と記した。 

 

2. 調査方法 

 ウェブアンケートシステムを用いた質問

紙調査 

 

3. 期間 

 2019（令和元）年 7 月 31 日から 8 月 20

日まで 

 

4. 調査項目 

 看護補助者活用の現状、および、看護補助

者の方々のニーズを把握するため、都道府

県看護協会による看護補助者対象研修につ

いて、その実施状況、受講者の属性、研修内

容、受講者の感想、職場における協働の課題
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についてヒアリングを行った（2－4 資料参

照）上で、調査項目の選定を行った。 

 

4-1. 基本属性 

 基本属性として、以下の項目への回答を

依頼した。 

・年代（問 1） 

・性別（問 2） 

・勤務病院の所在地（問 3） 

・勤務病院の種類（問 4） 

・勤務病院の病床数（問 5） 

・受講した介護系の研修・持っている資格

（問 6） 

・今後取得したい介護・医療系の資格（問 7） 

 

4-2. 勤務状況 

 勤務状況として、以下の項目への回答を

依頼した。 

・雇用形態（問 8） 

・病院での職名（問 9） 

・7 月の週の勤務時間（問 10） 

・希望の勤務時間（一週間あたり・問 11） 

・調査時点での勤務時間帯（問 12） 

・希望の勤務時間帯（問 13） 

・月収（問 14・7 月の税込み支給額・手当

含む） 

・時給（問 15） 

 

4-3. 家族構成 

 家族構成として、以下の項目への回答を

依頼した。 

・配偶者・パートナーの有無（問 16） 

・同居する子供の有無（問 17） 

 

4-4. 現在の仕事までの経緯 

 現在の仕事までの経緯として、以下の項

目への回答を依頼した。 

・今の病院で働き始めた理由（問 18） 

・看護業務サポートスタッフの仕事を選ん

だ理由（問 19） 

・募集を知った経緯（問 20） 

・今の病院に勤める直前の仕事（問 21） 

・今まで経験したことがある職業（問 22） 

・介護系施設での勤務経験（問 23） 

・病院での看護業務サポートスタッフとし

ての経験（問 24） 

・病院での看護業務サポートスタッフとし

ての経験年数（問 25・他の病院も含めて） 

 

4-5. 研修・業務の体制、業務内容など 

 研修・業務の体制、業務内容などについて、

以下の項目への回答を依頼した。 

・看護業務サポートスタッフとして受けた

研修・役立った研修・受けたい研修（問 26） 

・看護業務サポートの仕事をしている部署

（問 27） 

・組織上の直属上司（問 28） 

・看護業務サポートスタッフの業務を規定

した文書の有無（問 29） 

・業務内容や業務上の指示の明確さ（問 30） 

・看護チームの一員として期待されている

という実感の有無（問 31） 

・行っている業務・困難な業務（問 32） 

 

4-6. 現在の仕事に対する考え 

 現在の仕事に対する考えとして、以下の
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項目への回答を依頼した。 

・病院で働くことの難しさ（問 33） 

・病院で働くことのやりがい（問 34） 

・働き続けるために病院に期待すること（問

35） 

・看護業務サポートスタッフの仕事を続け

たいと思うかどうか（問 36） 

・病院で働き続けたいかどうか（問 37） 

・何歳ぐらいまで働き続けたいと考えてい

るか（問 38） 

 

4-7. その他 

 最後に、処遇や研修などに関する意見を

自由記述で尋ねた（問 39）。 

 

5. 倫理的配慮 

 調査の依頼文に調査の趣旨、調査項目な

どを記した。また、回答するウェブサイト上

で最初に調査協力の意思の有無を尋ね、そ

こで「協力する」を選んだ者のみが回答でき

るよう設定した。 

 なお、調査実施にあたって、東京医療保健

大学ヒトに関する研究倫理委員会の倫理審

査を受け、承認を得た（院 31-16）。 

 

 

C. 結果 

 2019年 10月3日時点で 1,351名（16.2%、

1,351/8,331）の回答が得られた。そのうち、

「協力しない」を選択した 13 件、回答の重

複していた 1 件を除く 1,337 件（16.0%）を

有効回答とした。 

 

１． 基本属性 

 

 回答者の年代で最も多かったのは、40～

49 歳で 467 人（34.9%）であった（表 1）。 

回答者の性別では、女性が 1,158 人（86.6%）

であった（表 2）。 

勤務病院の所在地で多かったのは、北海

道（97 人、7.3%）、東京都（96 人、7.2%）、

神奈川県（76 人、5.7%）、大阪府（75 人、

5.6%）であった（表 3）。 

働いている病院の種類では、「救急患者を

多く受け入れている病院」が 370 人（27.7%）、

「長期入院の高齢者が多い病院」が 363 人

（27.2%）と多かった（表 4）。働いている病

院の病床数では、「100～199 床」が最も多

く、409 人（30.6%）であった（表 5）。 

 介護系の資格や修了している研修では、

「介護福祉士」資格を有している人が 603

名（45.1%）と最も多く、「介護職員初任者

研修修了（ヘルパー2級）」も495人（37.0%）

と多かった（表 6）。今後取得したい資格

については、「介護福祉士」（215 人、

16.1%）、「介護職員実務者研修修了」（130

人、9.7%）の順に多かった。なお、735 人

（55.0%）が「特にない」と回答した（表

7）。介護福祉士資格を有しない 734 名で、

介護福祉士資格取得の希望を集計したと

ころ、他の資格がある場合は 40.5%、いず

れの資格もない場合は 21.8%の人が取得

を希望していた。両者を合わせると 29.3%

の人が取得を希望していた（表 8）。 

 

2. 勤務状況 
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 雇用形態については、「病院の正規職員」

が 985 人（73.7%）、「病院の非正規職員（パ

ート・アルバイト・非常勤嘱託などの非常勤

職員）」が 322 人（24.1%）、「病院以外の派

遣会社・業務委託会社社員」が 16 人（1.2%）

であった（表 9）。 

 病院での職名については、「看護補助者」

が 453 名（33.9%）、「看護助手」が 440 人

（32.9%）と多かった。その他の回答につい

ては、集計した上で、別表に示した（表 11）。 

 週の勤務時間について尋ねたところ、「30

時間～40 時間未満」が 893 人（66.8%）、「40

時間以上」が 322 人（24.1%）であった（表

12）。希望の勤務時間については、「30 時間

～40時間未満」が最も多く、917人（68.6%）

であった（表 13）。勤務時間について実際と

希望を比較した結果を表 14、表 15 に示し

た。その結果、同じである人は 75.7%、希望

より多く働いていた人は 21.3%、希望より

少なく働いていた人は 3.0%であった。 

 現在の勤務時間帯については、「昼間勤務」

が全体の 92.1%であった。「夜間勤務」をし

ているのは 631 人（47.2%）、「休日勤務」を

しているのは 815 人（61.0%）であった（表

16）。希望する時間帯については、「昼間勤

務」が全体の 92.0%であるのに対して、「夜

間勤務」、「休日勤務」、「早朝勤務（早出）」、

「夕刻勤務（遅出）」はそれぞれ 40%程度で

あった（表 17）。現在の勤務時間帯と希望の

勤務時間帯についてクロス集計を行い（表

18-22）、希望していない時間帯で働いてい

る人の数を表 23 に示した。希望していない

が休日勤務をしている人は全体の 26.6%、

希望していないが夕刻勤務（遅出）をしてい

る人は 23.9%であった。 

 月収については、「10 万円～20 万円未満」

が 712 人（53.3%）と最も多く、「20 万円～

30 万円未満」と併せると 1,216 人（90.9%）

であった（表 24）。時給については、「1,000

円～1,200 円未満」が 504 名（37.7%）と最

も多かった。「1,000 円未満」という人は 369

人（27.6%）であった（表 25）。雇用形態と

収入のクロス集計を行い、以下に示した。正

規職員で月収、時給ともに多くなっている

傾向がみられた（表 26、27）。 

 

3. 家族構成 

 

 配偶者・パートナーについては、「あり」

という人が 759 人（56.8%）、「なし」という

人が 573 人（42.9%）であった（表 28）。同

居している子どもについては、「なし」とい

う人が 615 人（46.0%）であった。同居して

いる子どもがいる人の中では、「あり（中学

校卒業以上）」が最も多かった（表 29）。 

性別（男女）と月収・時給とのクロス集計

を行った結果、男性の方が収入が多くなっ

ていた（表 30、31）。 

 

4. 現在の仕事までの経緯 

 

 今の病院で働き始めた理由について複数

回答で尋ねた結果、最も多かったのは「勤務

地の都合が良い（自宅からのアクセスが良

いなど）」で 908 人（67.9%）であった。最
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も強い理由でも「勤務地の都合が良い（自宅

からのアクセスが良いなど）」が最も多かっ

た（表 32）。 

 サポートスタッフの仕事を選んだ理由に

ついて複数回答で尋ねたところ、最も多か

ったのは「人に役立つ仕事をしたい」で 852

人（63.7%）であった（表 34）。 

 募集を知った経緯については、「知人の紹

介」と「ハローワーク」がいずれも 35%程

度と多かった（表 36）。 

 今の病院に勤める前の仕事について尋ね

たところ、多かったのは「勤め人（パート、

アルバイト、非常勤、嘱託など非正規の職

員）」（526 人、39.3%）、「勤め人（正規職員）」

（460 人、34.4%）であった（表 38）。 

 今までに経験したことのある職種では、

「サービスの職業」が全体の 53.0%と多か

った。「事務的職業」「販売の職業」も 35%

程度であった（表 40）。 

 介護施設での勤務経験は「ある」という人

が 441 人（33.0%）、「ない」という人が 892

人（66.7%）であった（表 41）。 

 病院でサポートスタッフとして働いた経

験については、「他の病院で働いたことがあ

る」という人が 276 人（20.6%）であり、「今

の病院が初めて」という人が大半であった

（表 42）。 

 サポートスタッフとしての経験年数は、

平均が 11.3 年、中央値が 10.0 年であった。

分布をみると、15 年以上という人が最も多

く、31.3%であった（表 43、44）。 

 

5. 研修・業務の体制、業務内容など 

 

 これまでに受けた研修はいずれも 70%以

上であった。役立った研修では「医療安全と

感染防止」が 1,097 人（82.0%）と最も高く、

受けたい研修でも同様であった（表 45）。 

 勤務している病棟は、病棟が 1,297 人

（97.0%）であった。（表 49）. 

 直属の上司は、「病棟（部署）の看護師長」

という人が 1,167 人（87.3%）であった。「看

護部門とは異なる看護業務サポート部門の

長」が上司である人は 19 人（1.4%）、「看護

部門とは異なる看護業務サポート部門の病

棟（部署）責任者」が上司である人は 11 人

（0.8%）であった。（表 51） 

 看護業務サポートスタッフの業務を規定

した文書については、「ある」という人が

1,067 人（79.8%）であった。一方で、「ない」

という人は 91 人（6.8%）であった。（表 52） 

 業務内容や看護職からの指示について、

「とても明確である」もしくは「まあ明確で

ある」という人が 1,071 人（80.1%）であっ

たのに対して、「曖昧で困ることがある」も

しくは「曖昧でとても困っている」という人

は 257 人（19.2%）であった。（表 53） 

 チームの一員として期待されているとい

う実感について、「とてもある」または「ま

あある」と回答した人は、1,052 人（78.7%）

であった。一方、「あまりない」または「全

くない」と回答した人は 275 人（20.6%）で

あった。（表 54） 

 現在行っている業務で多かったのは、「シ

ーツ交換やベッドメーキング」（1,299 人、

97.2%）、「病床及び病床周辺の清掃・整頓」
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（1,268 人、94.8%）、「患者の移動・移送」

（1,261 人、94.3%）であった。困難を感じ

る業務については、食事介助（468 人、同業

務を行っている人の 41.2%）、口腔ケア（313

人、同 31.4%）、「入退院・転出入に関する業

務（書類や請求書等の配布、回収、作成など）」

（79 人、27.9%）であった。（表 55） 

 

6. 現在の仕事に対する考え 

 

 病院で働くことの難しさで多かったのは、

「腰痛など、体に痛みがある」（840 人、

62.8%）、「患者さんの命にかかわることがあ

ると怖いと思う」（739 人、55.3%）、「病気

に感染することが怖いと思う」（509 人、

38.1%）であった。（表 58） 

 病院で働くやりがいで多かったのは、「患

者さん・家族から感謝される」（985 人、

73.7%）、「仲間と協力し合って仕事をしてい

る」（896 人、67.0%）、「人をケアすること

で自分が成長できる」（810 人、60.6%）で

あった。（表 60） 

 働き続けるために病院に期待することに

ついて、複数回答で尋ねたところ、多かった

のは、「給与の充実」（1,205 人、90.1%）、「福

利厚生の充実」（799 人、59.8%）であった。

最も大切なことでは、「給与の充実」（792人、

59.2%）が圧倒的に多く、「正規職員として

雇用する」（91 人、6.8%）がその次に多かっ

た。（表 62） 

 雇用形態と働き続けるために病院に期待

すること、最も期待することのクロス集計

を行った結果を表 65、66 に示した。 

 看護業務サポートスタッフの仕事を続け

る意向については、「続けたい」という人が

1,086 人（81.2%）であった。一方で、「違う

仕事に転職したい」と回答した人は 193 人

（14.4%）、「仕事すること自体をやめたい」

と回答した人が 46 人（3.4%）であった。（表

67） 

 病院で働き続ける意向については、「この

病院で働き続けたい」が 739 人（55.3%）で

最も多かった。「もっと良い条件の病院があ

れば転職したい」という人は 382 人（28.6%）

であった。（表 68） 

 何歳まで働き続けたいかという意向につ

いて、「働けるうちはいつまでも」という回

答が 626 人（46.8%）と最も多かった。「65

歳位まで」が 308 人（23.0%）、「60 歳位ま

で」が 288 人（21.5%）であった。（表 69） 

 自由記載欄（処遇や研修などご意見がご

ざいましたらご自由にお書きください）へ

の記入内容について、内容分類し、「業務内

容の明確化・調整を希望」「研修への要望」

「処遇について」「人材確保について」「病院

内の意識改革が必要」「評価とキャリアプラ

ン」にまとめた。概要を表 70～表 75 に示

した。 

 

 

D. 考察 

 

１．回答者である看護補助者の概要と結果

の活用について 

有効回答率は 16.0%と低かったが、全て

の都道府県の病院の看護補助者から回答が
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得られた(表 3)。勤務する病院の許可病床数

割合を平成 30 年医療施設調査１）と比べる

と、医療施設調査結果では、「49 床以下」が

10.8％、「50～99 床」が 24.8％、「100~199

床」が 33.6％、「200～399 床」が 21.4％、

「400 床以上」が 9.4％であるところ、本調

査の回答者属性では、「49床以下」が 7.9％、

「50～99 床」が 21.8％、「100~199 床」が

30.6％、「200～399 床」が 25.3％、「400 床

以上」が 14.4％であり(表 5)、本調査への回

答は、小規模病院で少なく、大規模病院で多

い傾向がみられた。 

回答者の属性をみると、雇用形態では、病

院の正規職員が73.3%、非正規職員が24.1%

（表 9）であり、また、介護福祉士資格保持

者が 45.1％（表 6）であった。勤務部署は、

「病棟」が 97.0％とほとんどを占めた(表

49)。年齢構成は、「40-49 歳」（34.9％）が

最も多く、「50-59 歳」（28.7%）、「30-39 歳」

（21.7%）と続いた（表 1）。病院での看護補

助者としての経験年数（他の病院での経験

も含む）は、平均 11.3 年で、「15 年以上」

も 31.3%を占め、長い経験を持つ者が多か

った（表 43、表 44）。 

同時に実施した看護管理者調査の回答施

設に勤務する看護補助者は、正規職員の割

合が 51.9%、非正規職員の割合が 40.6%で

あり（1. 看護師調査 表 1-17）、勤務部署

は「病棟」勤務者(実人数)が 79.7％（1. 看

護師調査 表 1-33）であり、年齢構成は、

「50-59 歳」（29.2%）、「40-49 歳」（26.4％）、

「30-39 歳」（17.1%）の順となっていた（1. 

看護師調査 表 1-25）。 

両調査結果を比較すると、今回の回答者

は、病院で働く看護補助者の集団の中で、正

規雇用、病棟勤務者の割合が高い集団のデ

ータであるといえる。 

今回の調査では、各看護管理者に名簿で 1

番最初に記載されている看護補助者に渡し

ていただくよう依頼したが、長く勤めてい

て信頼している看護補助者に依頼した可能

性が考えられる。 

本調査結果は、日本の病院で働く看護補

助者のうち、介護福祉士資格を持ち、正規雇

用されて常勤で働く看護補助者の回答割合

が高い結果となっているため、その統計値

は、看護補助者集団全体を反映するとはい

えないと考えられる。しかし、全国の多様な

病院でそれぞれ中心となって働いている看

護補助者の状況や意識を把握できる結果で

あると考える。そのため、前述の点に留意し

つつ本調査結果を看護補助者活用戦略に活

かしていくことは可能と考える。 

 

２．看護補助者の性別と家族背景 

 性別は、「女性」が 86.6％を占め、男性は

13.2％であった（表 2）。配偶者のいる者は、

56.8％と半数以上を占めた（表 28）。同居す

る子供のいない者は 46.0％、同居する子供

がいる者の中では、子供の年齢が「中学校卒

業以上」が 32.4％と最も多かったが、「未就

学年齢」の子を持つ者も10.7％いた（表29）。 

看護補助者は女性が多く、半数以上が同

居する子供をもっており、家族背景は多様

であることがわかった。 
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３．看護補助者の就業経緯と求人のポイン

ト 

１）直前の仕事と経験した職業 

 現在の病院に勤める直前の仕事では、

「勤め人（非正規の職員）」（39.3%）、「勤め

人（正規職員）」（34.4％）の順に多く、転職

者が 73.7％と多数を占めた。「学生」

（12.1％）、「専業主婦・家事手伝い」（8.5%）

は 1 割前後であった（表 38）。 

採用戦略としては、まずは、転職を考える

層にアピールできる広報が重要と考える。

女性の就労におけるM 字カーブは年々緩や

かになっており３）、令和元年度の就労率は、

25～29 歳（82.1％）、30～34 歳（75.4％）、

35～39 歳（74.8％）、40～44 歳（78.6％）、

45～49 歳（79.5％）と、30～39 歳で数ポイ

ントの落ち込みのみとなっている。このよ

うに、子育てをしながらでも就業する女性

が増えてきていることから、専業主婦を求

人対象とするよりは、転職者を対象と想定

して募集活動を行ったほうが有効ではない

かと考えられる。 

今まで経験したことがある職業では、「サ

ービスの職業」（53.0%）が最も多く、「事務

的職業」（34.9%）、販売の職業（33.2%）が

続いた（表 40 複数回答）。平成 30 年度雇

用動向調査結果 2）によると、離職率が高い

産業は、宿泊業，飲食サービス業（26.9％）、

生活関連サービス業，娯楽業（23.9％）、サ

ービス業（他に分類されない）（19.9％）と

なっており、サービス業は業種全体の中で

も転職率が高いため、また、医療・介護分野

からの転職も含む設問となっていたため多

くなっていたと考えられる。女性の従事者

が多い職業の経験者が多くなっており、ど

の業種からも転職は見込まれるとも考えら

れる。 

また、同調査 2）の転職入職者が前職を辞

めた理由（女性）では、出向などを含むその

他理由（25.5%）「定年・契約期間満了」

（14.8%）、「労働時間・休日条件」（13.4％）、

「職場の人間関係」（11.8%）、「給与等収入」

（8.8%）が多くなっていた。特に、医療・福

祉産業への転入者の「前職を辞めた理由」で

は、定年・契約期間の満了（20.4％）、出向

などを含むその他理由（19.2%）、職場の人

間関係が好ましくなかった（15.2%）、給料

など収入が少なかった（8.8%）であり、ま

た、「現職を選んだ理由」では、能力・個性・

資格が生かせる（23.7％）、仕事内容に興味

があった（21.0%）、労働時間・休日などの

条件が良い（16.1％）、通勤が便利（14.5%）

であり、転職者採用においては、職場の人間

関係、仕事の意義・やりがいが重要であると

考えられる。 

そのため、看護補助者採用を増やすため

には、職場の人間関係が良好であること、仕

事内容が社会貢献につながること、安定し

た職場であり身に着けたスキルは長く発揮

していくことができること、などをしっか

りとアピールすることが大切であると考え

る。 

 一方、自由記述欄には、看護補助者という

仕事が軽んじられている、仕事が理解され

ていない（表 70）、やりがいがある仕事であ

ると思う一方、忙しすぎてより良い実践を
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考えることができなかったり、看護師の指

示が不明確と感じていたり、チームとして

の連携・協働に課題を感じていることが記

載されていた（表 71）。病院全体での意識改

革、取り組みが必要であると考える。 

 

２）募集を知った経緯 

募集を知った経緯では、「知人の紹介」

（37.8％）が最も多く、「ハローワーク」

（36.4％）が続く。次いで「病院のホームペ

ージ」（9.1%）であった（表 36）。求人広告

は、「折込チラシ」（6.7%）、「フリーペーパ

ー・タウンペーパー」（4.6%）、「民間求人サ

イト・SNS」(3.2%)、「新聞」（2.5%）とどれ

も多くはないが、一定数の獲得にはつなが

っており、多様な手段で広報していくこと

も重要と考える。 

 

３）今の病院で働き始めた理由 

今の病院で働き始めた理由としては、「勤

務地の都合が良い」が 67.9%と最も多く（表

32 複数回答 )、最も強い理由としても

42.9％がこの理由を選んでいた（表 32）。30

歳～59 歳が 85.3%と中年層の女性が多いこ

ともあって、住まいに近いところで就職先

を探していると思われる。病院は住宅地近

くにある場合も多く、通いやすい勤務先と

して選ばれることが最も多いことが分かっ

た。そのため、求人においては、施設所在地

での PR が非常に重要であると考えられる。 

最も強い理由として 2 番目に選ばれた割

合が髙かったのが、「知人が働いていた」

（12.0％）であった。口コミでの募集は、人

間関係や仕事条件をわかった上で就職する

ため、定着も良い可能性があり、まずは、現

在の看護補助者の就労環境を良くすること

により、知り合いを職場に誘ってもらえる

ようにすることが重要と考える。 

「患者としてかかったことがある・家族

がかかっていた」も 10.3%が選んでおり（表

32 複数回答)、地域の中で良い医療を提供

し続けることも、採用につながっていくと

考えられる。 

また、その他の記載では、正規職員として

の勤務希望、院内保育の充実、資格取得を含

め学ぶ意欲に対応していることなども今の

病院で働き始めた理由として挙げられてい

た（表 33）。人材管理としては難しい面も多

いとは思われるが、今の病院で働き始めた

理由もさまざまであるため、募集する年齢

層にもあわせつつ、それぞれのニーズに応

じた支援・機会を提供できることが、意欲あ

る人材の獲得につながると考えられる。 

 

４）看護補助者の仕事を選んだ理由 

看護補助者の仕事を選んだ理由としては、

「人に役立つ仕事をしたい」（63.7%）が最

多となっており、次いで、「看護や介護の技

術を身につけたい」（37.2%）、「病院で働き

たい」（29.3％）、「自分の今までの経験を活

かせる」（25.9%）が多く挙げられ、「介護福

祉士の能力を活かせる」（16.9%）も続いた

（表 34 複数回答）。一番強い理由として挙

げられた順位も同じであった（表 34）。 

「給与が良い」、「勤務時間が選べる」は複

数回答でそれぞれ 10.0%、9.4%挙げられて
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いたが、一番強い理由としては両方とも 3%

程度であった（表 34）。 

看護補助者の仕事は、給与や勤務条件よ

りも、仕事の中身、やりがいを重視して選ぶ

者が多数を占めていることがわかった。そ

のため、応募者を増やすためには、仕事の中

身・意義を伝えることを重視する必要があ

ると考える。 

一方で、その他の記載では、「たまたま」、

「お金を稼ぐため」、「正規職員での勤務希

望」、「資格がなくても働ける」など、必ずし

も積極的ではない理由も一部みられた（表

35）。看護補助者という仕事を選ぶ背景には

様々な思いがあることも考慮する必要があ

ると考える。 

 

４．看護補助者の勤務条件と課題 

１）職名 

病院での職名は、「看護補助者」（33.9％）

と「看護助手」（32.9％）で 66.8%を占め、

「介護福祉士」が 15.9%、ケアワーカー

（6.5%）と続いた（表 11）。どのような職名

が良いかどうかは、施設の方針により異な

ると考えるが、職名は、何を行うかを他者に

伝える重要なツールであるため、看護補助

者の仕事を院内・院外に伝える目的で工夫

することも大切ではないかと考える。職名

を新たに考えるプロセスを通して、看護補

助者の仕事内容や院内での位置づけ・意義

を明確化することもできるのではないかと

考える。 

 

２）勤務時間数 

「週の勤務時間」と「希望の勤務時間」に

ついて尋ねたところ、どちらも「30～40 時

間未満」が最も多くなっており（66.8%、

68.6%）、次いで「40 時間以上」（24.1％、

13.5%）、「20～30時間未満」（6.1％、12.7%）

となっていた（表 12、13）。 

実際の勤務時間と希望の勤務時間の組み

合わせで見たところ、希望と同じ時間働い

ていた人が 75.7%、希望より多く働いてい

た人が 21.3%、希望より少なく働いていた

人が 3.0％であり（表 15）、4 分の 3 は希望

通りの勤務時間となっていた。希望より多

く働いている人の場合、人手が足りず、病院

の依頼に応じて勤務時間を長くしているの

ではないかと考えられる。尚、勤務時間につ

いては、契約時点から希望より長い時間と

なっている場合もあれば、残業により長く

なってしまっている場合も想定される。希

望より長く働く者が多い結果は、管理者調

査において、看護補助者数が不足している

と捉える割合が高かったことと合致すると

考える。 

 

３）勤務時間帯 

勤務時間帯は、9 割が「昼間勤務」（92.1%）

するとともに、6 割前後の看護補助者が「休

日勤務」（61.0％）、「早朝勤務（早出）」

（60.5%）、「夕刻勤務（遅出）」（55.6%）を

しており、「夜間勤務」（47.2％）も半数近く

を占めた（表 16 複数回答）。 

希望の勤務時間帯では、92.0%が「昼間勤

務」をあげており、「早朝勤務（早出）」

（42.4%）、「夜間勤務」（41.2％）、「休日勤
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務」（36.9％）、「夕刻勤務（遅出）」（34.3%）

の勤務希望は半数に満たなかった（表 17 

複数回答）。 

希望の勤務帯と実際の勤務時間帯をクロ

ス表でみたところ（表 18～22）、希望してい

ない勤務帯に実際は勤務している人は、「休

日勤務」（26.6％）、「夕刻勤務 (遅出 )」

（23.9%）、「早朝勤務(早出)」（20.5%）、「夜

間勤務」（10%）であり、希望以外の勤務時

間帯でも、病院の依頼に応じて勤務を行っ

ている実態が明らかとなった。 

 

４）給与・時給 

月収（2019 年 7 月の税込み支給額）は、

「10 万～20 万円未満」（53.3％）が最も多

く、「20 万円～30 万円」(37.7%)とあわせる

と９割以上を占めた（表 24）。賃金構造基本

統計調査（令和元年）５）によると、平均賃

金は、男性 338.0 千円、女性 251.0 千円で

あり、特に、回答者に多い層である 45 歳～

49 歳の女性の賃金の平均は 268.2 千円であ

った。看護補助者の月収 20 万円未満が半数

以上を占める実態は、平均的な月収と比べ

ると低い所得と考えられる。また、45 歳～

49 歳の賃金を産業別にみたところ５）、宿泊

業・飲食サービス業が 218.4 千円で最も低

く、医療・福祉が 277.1 千円となっており、

業種間の差も大きいため、仕事内容・求める

人材によって、給与額を検討していく必要

があると考える。 

時給については、最も高い割合であった

のは「1,000 円～1,200 円未満」(53.3%)であ

るが、「1,000 円未満」も 27.6％と約 3 割を

占めていた（表 25）。自由記載には、給与・

手当の要望が記載されており、給与と手当

の組み合わせにより、仕事内容に見合った

収入が保障され、能力に応じた昇給制度が

あることにより、意欲を持って働き続ける

ことを支えることが重要と考える。 

 また、性別と給与額の関連を見たところ、

月収、時給ともに男性の方が、給与が高い者

の割合が高くなっていた（表 30、31）。この

違いが、経験年数や勤務内容の違いである

かについては、今後検討の必要があると考

える。 

 自由記述欄には、処遇についても多くの

意見が記載されていた（表 74）。職務内容の

明確化、評価体制の確立、職務に応じた処遇

など、人事管理体制を整えていくことが必

要と考える。 

 

 

５．看護補助者の役割・業務の実態と課題 

１）チームの一員としての実感 

看護チームの一員として期待されている

という実感については、「とてもある」

（17.4%）、「まあある」（61.3%）が合わせて

78.7％を占めたが、「あまりない」(17.2%)、

「まったくない」(3.4%)との回答も 20.6％

あった（表 54）。8 割の職場でチームの一員

として自分が貢献できているという思いを

持てていることは、良い職場環境が保たれ

ているように思われる。一方で 2 割の看護

補助者がチームの一員として期待されてい

るという実感が持てないことは、マネジメ

ントに改善の余地があると考えられる。 
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他職種と比べ、給与水準や勤務時間など

における魅力を上げることは病院経営全体

や人材確保の面から難しい状況がある中で

も、定着に向けて、チームの一員として良い

医療を提供することに貢献している実感を

持てるような仕組み作りと、それを活かす

ことができるマネジメントが大切と考える。 

 

２）業務文書と業務指示 

看護補助者業務を規定した文書の有無に

ついては、79.8％が「ある」、12.9%が「ある

らしいが目にしたことはない」、6.8%が「な

い」と回答しており、組織内で規定されてい

ると把握している看護補助者は多いことが

わかった(表 52)。役割が明確になることに

より、互いを理解し合って、チームとして協

働を進めることができる。そのためには、看

護補助者自身が個々に、また看護師と看護

補助者が互いに役割を明確にしておくこと

ができるよう業務規定文書の作成と活用が

有効な手段の一つであると考える。 

一方、業務内容や看護職からの業務上の

指示が明確であるかを尋ねたところ「とて

も明確である」(23.6%)「まあ明確である」

（56.5%）と合わせて 80.1%は「明確」と回

答していたが、「曖昧で困ることがある」

(17.7%)、「曖昧でとても困っている」(1.5%)

と回答した者も合わせて19.2%いた(表53)。 

自由記載には、看護師の指示が不明確で

あり、また、看護師が看護補助者の業務内容

を把握していないことが書かれており、組

織として、看護師の指示の在り方について

質を担保していくことが必要と考える。 

 

３）業務内容 

病棟勤務者が多いこともあり、現在行っ

ている業務としては、生活環境に関わる業

務、日常生活に関わる業務（膀胱留置カテー

テルの尿廃棄を除く）は概ね 8 割以上の看

護補助者が実施しており、事務・管理業務を

含む診療の周辺業務も 2～6 割弱の実施と

なっていた(表 55 複数回答)。看護管理者

調査結果とほぼ同様の結果となっていた。 

その他の欄への記述では、様々な物品管

理、各種入力業務（食事オーダーなど）とい

った事務・管理業務、また、レクリエーショ

ンプログラムやリハビリテーションプログ

ラムの企画運営といった業務も行っている

ことがわかった(表 56)。 

 行っている業務で困難を感じる業務とし

ては、「食事介助」（41.2%）、「口腔ケア」

（31.4%）、が多かった(表 55 複数回答)。

それぞれ、85.0%、74.6%の看護補助者が実

施しているにもかかわらず困難を感じてい

る者が多かった。業務委譲の対象となる患

者として適切なのか、看護補助者の教育・研

修を充実する必要があるのか、各病院にお

いて問題点を明確にし、看護補助者マニュ

アルや研修だけでなく、病院全体で対応す

る必要があると考える。 

また、「入退院・転出入に関する業務（書

類や請求書等の配布、回収、作成など）」は、

実施割合が 21.2%と少なかったが、実施し

ている看護補助者の 27.9%が困難を感じて

いた(表 55 複数回答)。患者のケアとは違

う事務業務であることから困難を感じる看
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護補助者がいると思われる。今後は、看護補

助者業務の種類を分類して、適性のある職

員の配置や研修内容など検討する必要があ

る。 

 

６．看護補助者の研修の実態と課題 

看護補助者として受けた研修については、

診療報酬の算定要件で求められている内容

はいずれも 70％以上が受講したと回答して

いた(表 45)。 

受けた研修のうち役立ったと回答した割

合（役立ったと回答した人数／受講人数）は、

「医療安全と感染防止」が 87.3%、「患者さ

んのトイレ介助など日常生活の支援の方法」

が 76.4%、「看護補助を行うための基礎知識」

が 76.2%であったが、「医療制度の概要およ

び病院の機能と組織について」は 48.5%と

半数を切っていた(表 45)。 

受けたい研修でも、「医療安全と感染防止」

は 47.9％と半数近くが挙げていたが、「医療

制度の概要および病院の機能と組織」は

24.3%、「守秘義務・個人情報の保護」は

19.5%など 4 分の 1 未満となっていた。実

務との関連をイメージしやすい研修へのニ

ーズが高いのではないかと考えられる。現

場で経験する事例を用いた研修など、看護

補助者が興味を持って学び合える研修の充

実が期待される。 

自由記載においても、研修希望は多く寄

せられており、接遇・マナー・コミュニケー

ションといった社会人基礎力、認知症や介

護予防などのケアに直結する知識とともに、

多職種と一緒におこなう研修への要望も寄

せられていた（表 72）。 

「医療制度の概要および病院の機能と組

織」については、看護補助業務の意義を把握

するために重要な内容と思われるため、研

修の目標・提供している内容を改善する必

要性があると考えられる。看護補助者業務

の意義を俯瞰できる研修とともに、コミュ

ニケーションなどの研修を行うことにより、

看護補助者が共通目標を持ちながら協働し

ていく力をつけることは、職場の人間関係

を改善していくことにもつながるのではな

いかと考える。 

 「守秘義務、個人情報の保護」についても、

より看護補助者の実践に即した内容での提

供、または、倫理課題に広げた形での研修な

ど、内容を検討していくことが望まれる。 

 

７．病院勤務の難しさとやりがい 

１）病院勤務の難しさ 

病院で働くことの難しさとしては、「腰痛

など、体に痛みがある」（62.8％）、「患者さ

んの命にかかわることがあると怖いと思う」

（55.3％）、「身体がきつい」（48.2%）、「病

気に感染することが怖いと思う」（38.1%）

が多くなっていた(表 58 複数回答)。命に

かかわるとか感染など医療現場特有の問題

が挙げられていた。 

次には、人間関係として、「同僚との人間

関係（看護補助者同士）」（35.7%）が挙げら

れており、看護補助者同士の人間関係が課

題となっていることが分かった。看護職の

ように同じ基礎教育を受けた者が集まるわ

けではなく、さまざまな生活背景、能力を持
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った方々が一緒に働くこととなるため、な

お一層、目的・目標の共有が大切になると考

える。人間関係の調整も大事と思われるが、

医療チームの一員として良い看護の提供に

協力する仲間として、それぞれが持てる力

を出し合いながら仕事をするような関係づ

くりを目指すことが重要と考える。 

また、「患者さんからきついこと、理不尽

なことをいわれる」（31.6%）、「看護職から

きついこと、理不尽なことを言われる」

（28.9%）という経験を 3 割前後の看護補助

者がしており、ハラスメントの課題もある

と考えられる。 

 

２）病院勤務のやりがい 

病院で働くやりがいでは、「患者さん・家

族から感謝される」（73.7％）、「仲間と協力

し合って仕事をしている」（67.0%）、「人を

ケアすることで自分が成長できる」（60.6%）

が多く選ばれていた(表 60 複数回答)。患

者・家族との関わりでは、ハラスメントを受

けることもあるが、やりがいにつながる関

りも多いことがかった。また、仲間との協力、

自分の成長もやりがいとして重要な要素で

あるため、医療やケアの目標を仲間と共有

しながら、自分の実践を振り返るような機

会を持つことができるようにすること、成

長が実感できるように肯定的評価をフィー

ドバックすることなども重要ではないかと

考える。 

 

８．看護補助者の就業継続意向と病院への

期待 

１）介護施設や病院勤務の経験 

病院での看護補助者業務経験では、78.5%

が「今の病院が初めて」と多くを占め、病院

看護補助者としての転職者は 20.6％にとど

まった（表 42）。看護補助者として一つの病

院に定着している状況がある。定着してい

る看護補助者に看護管理者が回答を依頼し

た可能性も否めないが、業務に適性がある

看護補助者に対し、病院が定着対策を講じ

れば、定着を促すことができるのではない

かと考える。 

介護系施設での勤務を 33.0%が経験し

（表 41）ており、介護系施設からの転職者

が 3 分の 1 いるが、これは、回答者に介護

福祉士資格保有者が多いことの影響と考え

られる。 

 

２）取得したい介護・医療系資格 

 今後取得したい介護・医療系の資格につ

いては、「介護福祉士」が 16.1％で、「介護

職員実務者研修修了」9.7%、「看護職員初任

者研修修了」8.2%、「看護師」7.3%、「准看

護師」3.1%であった(表 7 複数回答)。また、

現在、介護福祉士資格を持たない回答者に

のみを分析したところ、他の資格を有する

場合は 4 割が、いずれの資格も持たない場

合は 2 割強が介護福祉士資格取得を希望し

ていた(表 8)。 

 様々な資格を取得しながらキャリア発展

を考えている者と、現状の業務を継続して

いくことを望んでいる者の両方がいること

が考えられるため、一律ではないキャリア

支援が大切と考える。 
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３）補助業務や現病院への就業継続意向 

看護補助者の仕事を続けたいと思うかに

ついては、81.2％が「続けたい」と答えてお

り、14.4％は「違う仕事に転職したい」と回

答していた(表 67)。 

また、病院で働き続けたいかの質問に対

しては、「この病院で働き続けたい」（55.3%）

が最も多かったが、「もっと良い条件の病院

があれば転職したい」（28.6%）も 3 割近く

あり、病院以外に転職したい（8.6%）も 1 割

弱が選んでいた（表 68）。 

本調査回答者は、仕事に前向きに取り組

んでいる看護補助者の回答が多いと考える

が、それでも 1 割前後は転職の意向がある

ことが分かった。看護補助者として医療・看

護の提供に貢献していくことを考えている

者が、長くやりがいを持ちながら継続でき

るよう、業務内容、看護師の指示、研修など

定着のための工夫を行っていくことが必要

と考える。 

 

４）働き続けるために病院に期待すること 

働き続けるために病院に期待することと

しては、「給与の充実」（90.1%）が最も多く

なっており（複数回答）、最も大切なことと

しても 59.2％が選択していた(表 62)。「福利

厚生の充実」も 59.8%が選んでいたが、最も

大切なこととしては 3.8％の選択に限られ

ていた。福利厚生などの雇用条件の向上も

必要とされているが、まずは、給与を上げて

ほしいと思っていることがわかった。 

「資格を取れるよう支援する」（31.4%）、

「教育・研修の充実」（27.4%）、「人事考課

で能力を評価する」（26.8%）も多くが選択

しており（複数回答）、業務を行いながら学

び・成長が実感できるような仕組み作りが

求められていることがわかった。 

また、「看護職とのチームワークの在り方

を明確に示す」（31.4％）も期待されており、

看護補助者としての役割を明確にし、重要

なチームメンバーとしての位置づけを望ん

でいると考える。 

 

E.結論 

本調査結果から得られた看護補助者の確

保・定着に向けて取るべき方策を下記にま

とめる。 

 
１）病院の採用戦略 

 看護補助者が今の病院で働き始
めた理由として「自宅から近いこ
と」また、採用経緯としてはハロ
ーワークとともに「知人の紹介」
が高くなっていた。地域のネット
ワークを活用しながら採用を行
い、満足度を上げながら、応募の
輪を広げていくことが重要と考
える。 

 看護補助者の社会的認知が低い
こと、医療施設で働くケアスタッ
フのイメージがつきにくいこと、
看護補助という名称から男性が
敬遠しがちとなることなどが、自
由記載に寄せられていた。社会の
中で重要な役割担う職業である
ことを広報していく取り組みも
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必要である。 
 

２）病院の定着対策（マネジメント） 
 

（１）業務の明確化と風通しの良い職場づ

くり 

 37%の看護補助者が、「看護補助者同士
の人間関係」を働くことの難しさに選
んでおり、自由記載にも、古くから働く
者の影響などが記載されていた。一方、
やりがいとしても「仲間と協力し合っ
て仕事をしている」を 67%が選んでお
り、職場風土づくりは重要である。チー
ム作り研修、コミュニケーション研修
など、参加型の研修を増やし、目標に向
かって協力し合える力・風土を醸成し
ていくことが望まれる 

 

（２）看護チームの育成 

 医療チームの一員と捉えられていない
と感じる看護補助者が 2 割いた。自由
記載には、病院全体の中での無資格者
の位置づけがとても低いこと、やりが
いを持つことが難しいことが記されて
いた。チーム医療はどの施設において
も取り組まれていることと思われるが、
資格を持つ専門スタッフをチームと捉
えている施設が多いと考えられる。患
者・家族を中心に医療を支えるすべて
のスタッフがチームとして活動する理
念の定着が望まれる。 

 

（3）やりがいを支えるマネジメント 

 看護補助者のやりがいとしては、「患

者・家族から感謝されること」が最も多
く（74%）、職務内容は様々となるとし
ても、患者・家族との関わりを持つこと
ができるようなマネジメントが必要と
考える。 

 
（４）対象のニーズに合わせた評価・研修の

実施 

 様々な研修を受けていたが、「役立った」
と捉えている割合、「今後受けたい」と
捉えている割合は低い内容もあった。
一方、自由記載においては、さまざまな
研修（認知症ケアなど）を受けたいこと
が記載されていた。また、研修を受けて
能力向上を目指している看護補助者と、
現状の業務を行うことまでを目標をし
ている看護補助者がいることがわかっ
た。研修の内容や目標について、役割や
担う業務の種類との関係も考慮しなが
ら、整理することが必要と考えられる。 

 看護補助者の人員確保は難しく、他の
職業に就く予定の学生、地域高齢者な
ど多様な背景・スキルを持つ人々の活
用が必要と考える。病院への期待とし
て「人事考課で能力評価」を選んだ看護
補助者が 27％いたが、そのような評価
は望まない者もいると考える。一律に
評価や研修を実施するとのではなく、
業務や本人の意欲によって、評価や研
修、また、それに処遇を連動させるかに
ついては、異なる雇用条件を用意する
ようなシステム作りが望まれる 

 病院で働き続けることの難しさは、「腰
痛・体の痛み」（63%）が最も多く、患



384 
 

者からのハラスメントも 32%となって
いた。感染対策・医療安全の教育はすで
に行われているが、腰痛予防や患者ハ
ラスメント対策の研修も、業務内容に
よっては、取り入れていくことが望ま
れる。 

 
３）看護師の業務委譲スキルの向上 
 業務内容や看護職からの業務上の指示
が明確であるかについては、「困る」「と
ても困っている」が 19.2%いた。自由記
載には、看護師の指示が不明確であり、
また、看護師が看護補助者の業務内容
を把握していないことが書かれており、
組織として、看護師の指示の在り方に
ついて質を担保していく必要がある。
そのために、看護師に対する業務委譲
スキルの教育を意識的に行うことが望
ましいと考える。 

 
Ｇ．研究発表 
なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

I. 参照文献 

１）厚生労働省：平成 30 年医療施設調査結

果概要 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/i

ryosd/18/dl/02sisetu30.pdf 

（アクセス日 2020 年 5 月 17 日） 

２）厚生労働省：平成 30 年度雇用動向調査

結果 

３）内閣府：男女共同参画白書 平成 25 年版 

http://www.gender.go.jp/about_danjo/whit

epaper/h25/zentai/index.html 

（アクセス日 2020 年 5 月 17 日） 

４）「令和元年労働力調査結果」（総務省統計局） 

http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/

03roudou.html 

長期時系列表３  （３）年齢階級(５歳階級)別

就業者数及び就業率 － 全国 

（アクセス日 2020 年 5 月 17 日） 

５）厚生労働省：令和元年賃金構造基本統計

調査 結果の概況 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roud

ou/chingin/kouzou/z2019/index.html 

（アクセス日 2020 年 5 月 17 日） 

 

 


